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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波素子アレイから超音波パルス信号を被検査体に送波する送波手段と、前記被検査
体により反射される超音波パルスを受波する受波手段とを有し、前記被検査体内部を撮像
する超音波撮像装置にあって、前記送波手段は、前記超音波素子アレイの送信口径の重み
付けにより、方位方向で送信強度が実質的に等しい複数のピークを有し、前記超音波素子
アレイ上の局所焦点距離を制御することにより、超音波パルス信号を形成して、前記送信
口径から前記被検査体に送波するよう構成されていることを特徴とする超音波撮像装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波を生体等の被検査体に対して送受信することにより、その内部を撮像
する超音波撮像技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　生体に対してパルス状超音波を送受信し、その内部を撮像するパルスエコー法による超
音波診断装置は、Ｘ線ＣＴやＭＲＩとともに医療診断に広く用いられている。Ｘ線ＣＴや
ＭＲＩなど他の画像診断モダリティにない超音波診断の最大の特長は、リアルタイム画像
表示を可能とする撮像速度の高さにある。すなわち、ヒト視覚の時間分解能、およそ３０
ｍｓごとに画像更新可能な撮像速度の高さである。さらに、低速再生により心臓の弁の動
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きを診断することを目的に、１５ｍｓごとに画像取得する時間分解能を実現することすら
可能である。
【０００３】
　一方、パルスエコー法による空間分解能のうち、深さ方向の距離分解能は、超音波パル
スが反射物との間を往復するのに要する時間の分解能により得られる。生体中の超音波の
伝播速度は、水中とほぼ等しく１５００ｍ/ｓであるので、超音波周波数が数ＭＨｚ以上
であれば、１μｓ程度の時間分解能により１ｍｍ程度の距離分解能を容易に得ることがで
きる。
【０００４】
　他方、これに直交する方向の空間分解能、すなわち方位分解能は、送信または受信波を
フォーカスすることにより得られる。超音波波長の数倍以下の方位分解能を得るには、Ｆ
ナンバーが１にせまるほどの強いフォーカスが必要である。カメラの場合の被写界深度に
あたる焦域深度は、その結果、数波長と小さくなってしまう。これは、超音波の往復伝播
時間１μｓ程度に相当するが、近年の著しい高速電子回路技術の進歩によって、超音波が
この距離を伝播する間に受信焦点距離を変化させることが可能となった。これが、所謂、
ダイナミックフォーカス技術である（例えば、特許文献１参照）。
【０００５】
【特許文献１】新超音波医学、第１巻、医用超音波の基礎、２０００年５月１５日、第４
０～４１頁
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上述したリアルタイム受信のダイナミックフォーカス技術により、受信については、常
にフォーカスの合った撮像が実現できるようになったが、送信フォーカスの問題は、電子
回路の高速化だけでは解決できない。
【０００７】
　送信フォーカスでは、物理的に波面を形成する必要がある。従って、方位分解能を優先
してFナンバーが１にせまるほどの強いフォーカスを用いたのでは、撮像面１ｍｍ２あた
り１回程度の多数回の送信が必要となる。これでは、リアルタイム撮像が不可能になって
しまうので、現在の超音波診断装置では、方位分解能をある程度犠牲にして、フォーカス
をあまり絞らない大きなＦナンバーの送信を行っている。これにより、１つの送信ビーム
の伝播する領域の撮像を基本的に１回の送信により行う構成として、撮像速度を確保して
いる。このような構成では、受信フォーカスによる方位分解能が送信フォーカスによる方
位分解能よりもはるかに高くなる。そこで、図１のように、１つの送信ビームについて、
２つの送受信ビームを形成すれば、２倍高い撮像速度を実現できる。
【０００８】
　さらに、１つの送信ビームに１つの受信ビームを配する場合の４倍の撮像速度を実現す
るためには、図２のように、１つの送信ビームについて４つの受信ビームを配する試みが
考えられる。図１の構成では、２つの受信ビームの感度が等しいのに対し、図２の構成で
は、送信ビームの中央に近い２つの受信ビームと、中央から遠い２つの受信ビームの感度
との間に、差を生じてしまう。画像表示ダイナミックレンジに比べて送受信Ｓ／Ｎ比に余
裕があれば、受信感度を調整することにより、両者の送受信感度を等しくすることができ
る。
【０００９】
　ところが、生体深部撮像時のように送受信Ｓ／Ｎ比に余裕がなく、ノイズが画像表示さ
れ得る条件では、送受信感度の差が画像に表れてしまう。すなわち、送信ビームの中央か
ら遠い２つの受信ビームのノイズレベルが、中央に近い２つの受信ビームより高く、画像
全体として縞状にノイズが表示されてしまうという問題を生ずる。
【００１０】
　そこで、本発明は、上述のような現状を鑑み、送受信感度の等しいマルチビーム送受信



(3) JP 4643591 B2 2011.3.2

10

20

30

40

50

を可能とする送信ビームを形成することができる超音波撮像技術を提供することを目的と
する。
【００１１】
　送受信感度の等しい４つの受信ビームを形成することを可能とする送信ビームとしては
、図３（ａ）に示すように、２つのローブをもつ送信ビームを形成する方法が考えられる
。このような送信ビーム形成方法は、集束超音波治療のスループットを飛躍的に向上させ
るスプリットフォーカス方式として知られている（参照文献：Ultrasound in Medicine a
nd Biology, vol. 29, No. 4, pp. 591-599）。この方式では、送信口径を２分割し、そ
れぞれの口径へ位相を反転させることにより得られる正負反対符号の送信信号を供給する
ことによって分割口径それぞれを駆動する。このようにすることにより、焦点面上に、図
３（ｂ）に示すような中心軸に関して点対称をなす正負の音圧分布が形成され、超音波強
度分布として、図３（ａ）に示したような中心軸に関して線対称をなす２つのローブが形
成される。
【００１２】
　しかしながら、この方式をそのまま採用しても、上記課題を解決することはできない。
すなわち、プローブから一定距離の各深度において送信感度が等しい４点について、プロ
ーブからの距離を変化させたときの軌跡を求めると、図４の等高線図中に 実線で示した
ように、焦点距離付近でくびれたＸ字形状の曲線が２重になった形状になってしまう。一
定の２次元または３次元領域を効率的に走査して撮像する目的には、このようなくびれた
曲線状の走査線群は、極めて不適当である。すなわち、このような送信音場は、送信焦点
距離付近だけであれば、等送信感度の送受信点を方位方向に４点同時に形成する目的で使
用できるが、撮像目的深度全体を走査するには、それに適した直線状の等送信感度の送受
信ビームが形成できないので極めて不適当である。
【００１３】
　一方、ビーム幅がプローブからの距離によらずほぼ一定な送信ビームを形成する方法と
して、１次元アレイを用いて非円筒面または非球面形状の送信波面を形成する際、送信ビ
ーム幅をほぼ一定とするよう送信波面を最適化する方法が知られている（参照文献：Proc
eedings of 2002 IEEE Ultrasonics Symposium, vol. 2, pp. 1721-1724）。これは、送
信口径上の局所焦点距離を、送信口径中央部では短く、送信口径端部では長く設定し、そ
の長さを徐々に変化させること、言い換えれば、送信口径から送波される前記超音波パル
ス信号の波面が、送信口径の中央部の曲率が中央部以外の部分の曲率よりも大きくなるよ
うに制御すること、により実現する方法である。
【００１４】
　局所焦点距離を送信口径上徐々に変化させる考え方は、様々あり得るが、以下に一例を
示す。送信ビーム幅をプローブからの近焦点距離ｆ0から遠焦点距離ｆ1まで、ほぼ一定と
したいとする。このとき、送信口径上の座標を、送信口径上中央より距離を口径の一端ま
での距離で正規化した値ｘで表すとき、ｘにおける局所焦点距離ｆ(ｘ)が、
【００１５】
【数１】

【００１６】
のようなローレンツ共鳴型の関数として変化するよう制御する。図５には、近焦点距離ｆ

0＝４０ｍｍ、遠焦点距離ｆ１＝１６０ｍｍの場合について、ｆ(ｘ)と、それにより形成
される超音波周波数３ＭＨｚの送信音場を示した。また、送信口径上につけたガウス関数
型の重みも同時に示した。伝播方向の広い範囲にわたって幅の一様な主ローブが形成され
ている。しかしながら、幅は深さ方向に一様であっても、１つの深度におけるビームの断
面は図２のようになり、等送信感度の点は２点しか得られない。従って、この方式も、そ



(4) JP 4643591 B2 2011.3.2

10

20

30

40

50

のまま採用するだけでは、上記課題を解決することはできない。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　そこで、上記目的を達成するために、本発明では、かかる方式を発展させ、スプリット
・フォーカス方式の技術をとり入れることにより、送信感度が等しく撮像走査線に適合し
た直線状の送受信ビームを、１次元トランスデューサアレイによる２次元撮像の場合には
４本、２次元トランスデューサアレイによる３次元撮像の場合には１６本、同時に形成す
ることを可能とする。ここで、撮像走査線とは、リニア走査の場合には、平行な直線群、
コンベクス走査の場合には、撮像範囲外に共通の交点をもつ放射状の直線群、セクタ走査
の場合には、撮像範囲の一端に共通の交点をもつ放射状の直線群である。
【００１８】
　以下、本発明による超音波撮像装置の代表的な構成例を列挙する。
【００１９】
　（１）超音波素子アレイから超音波パルス信号を被検査体に送波する送波手段と、前記
被検査体により反射される超音波パルスを受波する受波手段とを有し、前記被検査体内部
を撮像する超音波撮像装置にあって、前記送波手段は、方位方向について送信強度が実質
的に等しい複数のピークを有し、各ピークの深度方向での軌跡が実質的に直線をなす超音
波パルス信号を、前記超音波素子アレイの送信口径から前記被検査体に送波するよう構成
されていることを特徴とする。
【００２０】
　（２）超音波素子アレイから超音波パルス信号を被検査体に送波する送波手段と、前記
被検査体により反射される超音波パルスを受波する受波手段とを有し、前記被検査体内部
を撮像する超音波撮像装置にあって、前記送波手段は、前記超音波素子アレイの送信口径
の重み付けと、前記超音波素子アレイ上の局所焦点距離を制御することにより、１つの送
信ビームについて方位方向で送信強度が実質的に等しい少なくとも４個以上のピークを有
し、各ピークの深度方向での軌跡が実質的に直線をなす超音波パルス信号を形成して、前
記送信口径から前記被検査体に送波するよう構成されていることを特徴とする。
【００２１】
　（３）前記構成の超音波撮像装置において、前記送波手段は、前記超音波素子アレイの
送信口径の重み付けと、前記超音波素子アレイ上の局所焦点距離を制御することにより、
方位方向で送信強度が実質的に等しい複数のピークを有し、各ピークの深度方向での軌跡
が実質的に直線をなす超音波パルス信号を形成して、前記送信口径から前記被検査体に送
波するよう構成されていることを特徴とする。
【００２２】
　（４）前記構成の超音波撮像装置において、前記送波手段は、前記送信口径から送波さ
れる前記超音波パルス信号の波面が非円筒面状もしくは非球面状を形成するように、前記
送信口径を構成する各超音波素子を駆動する駆動信号の遅延時間を制御する遅延時間重み
と、複数の焦点距離の位置の各焦点面に複数の焦点を形成するように、前記各超音波素子
を駆動する駆動信号の符号付き振幅を制御する振幅重みとを用いて、前記超音波パルス信
号を送波するよう構成されていることを特徴とする。
【００２３】
　通常の１点にフォーカスされた超音波音場についても、焦点面上の音場が容易に求めら
れるのに比べて、焦点面からはずれた場所の音場の解析は容易でないが、本発明による音
場は、単純な１つの焦点距離を持つわけではないので、その解析はすべての場所において
困難である。そこで、後述する実施例において、数値計算により音場を求め、目的に適し
た送信音場が、本発明により形成可能であることを、以下、図面を用いて詳述する。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば、送信感度の等しいマルチビーム送受信を可能とする送信ビームを形成
することができる超音波診断装置を実現できる。
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【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　図６は、パルスエコー法を基本とする超音波診断装置に本発明を適用した装置の典型的
な構成を示すブロック図である。
【００２６】
　送受信シークエンス制御部６では、高速撮像に適した送信感度の等しい複数の送信ビー
ムを送信するか、特定の焦点距離付近のみで良好な分解能とＳ／Ｎ比をもつ送信ビームを
送信するかを選択する。その選択に基づき、送信フォーカス遅延・重みデータ選択部４で
は、対応する送信フォーカス遅延データと波形重みデータとが、送信フォーカス遅延・重
みデータメモリ５から選択される。
【００２７】
　送信フォーカス遅延・重みデータメモリ５には、例えば、３次元リニア走査用（５－１
）、３次元セクタ走査用（５－２）、２次元リニア走査用（５－３）、２次元セクタ走査
用（５－４）などの送信フォーカス遅延・重みデータが予め記録されており、その中の１
組のデータが送信フォーカス遅延・重みデータ選択部４により選択される。
【００２８】
　送信ビームフォーマ３は、そのデータに基づき、送信波形に対応した符号付き振幅を与
えられた送波信号を制御されたタイミングで、超音波トランスデューサアレイ（超音波探
触子）１を構成する素子群から素子選択切替スイッチ群２により選択された各素子へ供給
してそれらの素子を駆動する。これにより、指向性をもった送信波面が生体内へ送信され
る。
【００２９】
　このようにして超音波探触子１から生体へ送り出された送信超音波パルスは、生体組織
によって反射され、その一部が再び超音波探触子１に戻って来て、これを構成する各素子
で受信される。各受信信号のうち、素子選択切替スイッチ群２により選択された素子の各
信号は、受波ビームフォーマ１０に入力される。
【００３０】
　受波ビームフォーマ１０では、各素子からの入力信号をプリアンプにより増幅の後、Ａ
／Ｄ変換し、一旦、メモリに蓄える。より詳細には、プリアンプの直後に、送信からの経
過時間に従って増幅率が漸増するよう制御されたＴＧＣアンプを通した後、Ａ／Ｄ変換す
るのが一般的である。これは、生体中を伝播する超音波が、伝播距離にほぼ比例して減衰
するのに対応して、受信信号の振幅が、送信からの経過時間にほぼ比例して減少するのを
補償して、Ａ／Ｄ変換器入り口における信号振幅の大きさを一定の範囲に保つための処理
である。これにより、Ａ／Ｄ変換における振幅量子化による信号ダイナミックレンジの低
下を防ぐ。さらに、これに加えて、Ａ／Ｄ変換の前に帯域制限フィルタを通すことにより
、Ａ／Ｄ変換における時間軸量子化によるエイリアシングを防ぐことができるのは、周知
の通りである。
【００３１】
　受波指向性を得るためには、一旦、メモリに蓄えられた各素子の受波信号に、各素子の
位置に応じた一種の遅延を与えた後に互いに加算して収束効果を得る必要がある。各素子
の信号に与えるべき遅延時間の最適値は、受波焦点距離により変化する。また、良好なパ
ルスエコー像を得るための受波焦点距離の最適値は、送信からの経過時間と音速に比例し
て長くなる。従って、各素子の信号に与える遅延時間を送信からの経過時間に応じて変化
させるダイナミックフォーカス受信方式を用いることが望ましい。この方式は、各素子の
受波信号を一旦メモリに書き込んでから再び読み出して互いに加算する構成であれば、読
み出し時あるいは書き込み時の制御により、比較的容易に実現することができる。
【００３２】
　受波ビームフォーマ１０の出力信号からは、フィルタ１１を通過後、包絡線信号検出器
１２において、包絡線信号が検出され、これを対数的に圧縮して表示信号とする。これを
スキャンコンバータ１３で２次元像あるいは場合によっては３次元像に変換し、ＣＲＴあ



(6) JP 4643591 B2 2011.3.2

10

20

30

40

るいは場合によっては液晶による表示器１４に表示する。
【００３３】
　本構成の超音波診断装置を用いて形成される本発明の送信音場の例を、以下に示す。
【００３４】
　図７は、１次元アレイトランスデューサを用いてリニア走査用に形成した送信音場であ
る。本例では、送信口径重みは、図中に示したようにガウス関数を１回微分した形の重み
を用いた。この重み関数ｗ(ｘ)は、アレイ上座標ｘに関し、規格化定数を除いて
【００３５】
【数２】

【００３６】
とあらわすことができる。
【００３７】
　非円筒面状の送信波面を形成するため、局所焦点距離は、図中に示したように、図５の
場合と同様に、送信口径中央部では４０ｍｍとし、口径の端へ向けてローレンツ共鳴関数
型に徐々に伸ばして、送信口径両端では１６０ｍｍとした。焦点距離は、本例では、（１
）式で示したローレンツ関数の形に変化させた。
【００３８】
　送信口径重みの拡がりを決める微分ガウス関数のパラメータβと局所焦点距離の変化の
傾向を決めるローレンツ共鳴関数のパラメータαとの組み合わせをチューニングすること
により、図中点線で示したように距離４０ｍｍから１４０ｍｍにわたって、リニア走査の
走査線に平行な２つのローブを形成することができた。このように走査線に平行な２つの
ローブを形成することによって、図３を用いて説明したように、送信感度の等しい４本の
送受信走査線を得ることができる。
【００３９】
　図８は、１次元アレイトランスデューサを用いてセクタ走査用に形成した送信音場であ
る。送信口径重みと局所焦点距離は、図中に示したように、図７の場合と同様、それぞれ
、微分ガウス関数とローレンツ共鳴関数状に変化させた。送信口径重みの拡がりを決める
微分ガウス関数のパラメータβと局所焦点距離の変化の傾向を決めるローレンツ共鳴関数
のパラメータαとの組み合わせをチューニングすることにより、図中点線で示したように
距離５０ｍｍから１８０ｍｍにわたって、セクタ走査の走査線に平行な、一定角度をなす
２つのローブを形成することができた。これにより、送信感度の等しい４本のセクタ走査
用の走査線を得ることができる。
【００４０】
　なお、ここでは省略するが、コンベクス走査の走査線配列はリニア走査とセクタ走査の
中間にあたるので、送信口径重みと局所焦点距離をチューニングすることにより、コンベ
クス走査の走査線に平行なローブをもつ送信ビームを形成できることはいうまでもない。
また、上述の実施例では、送信口径の重み付けはガウス関数をもとに、前記局所焦点距離
の制御はローレンツ関数をもとに、それぞれ構成したが、本発明では、これらに限定され
ないことはいうまでもない。
【００４１】
　図９と図１０は、２次元アレイトランスデューサを用いてセクタ走査用に形成した送信
音場である。送信口径重みは、図７および図８の場合と基本的に考え方は同じであるが、
ガウス関数を１回微分した形の重みの積をとった形の関数を用いた。この重み関数ｗ(ｘ,
ｙ)は、アレイ上の座標をｘおよびｙとするとき、規格化定数を除いて 
【００４２】
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【数３】

【００４３】
とあらわすことができる。局所焦点距離も、図７および図８の場合と同様に、ローレンツ
共鳴関数の形に変化させた。この関数は、アレイ上の座標ｘおよびｙの関数として、
【００４４】

【数４】

【００４５】
とあらわすことができる。
【００４６】
　送信口径重みの拡がりを決める微分ガウス関数のパラメータβ１、β２と局所焦点距離
の変化の傾向を決めるローレンツ共鳴関数のパラメータα１、α２との組み合わせをチュ
ーニングすることにより、距離５０ｍｍから１８０ｍｍにわたって、セクタ走査の走査線
に平行な、一定角度をなす４本のローブを形成できることを数値計算シミュレーションに
より確認した。３次元音場を２次元図により示すことは困難なので、ここでは省略した。
【００４７】
　図９は、２次元アレイトランスデューサを用いた３次元撮像を行う場合に、セクタ走査
用送信ビームの距離８０ｍｍにおける４本のローブの超音波強度分布を示す。また、この
セクタ走査用送信ビームの対角線方向の断面について、伝播距離方向の超音波強度分布を
距離の関数として、図１０に示す。
【００４８】
　図１１は、２次元アレイトランスデューサを用いた３次元撮像を行う場合に形成される
４本のローブと１６本の等送信感度送受信ビームの位置関係を示す図である。このように
、４本のローブを形成することができると、図１１の送信感度等高線図上に示したように
、送信感度が実質的に等しい１６本のセクタ走査用の走査線を得ることができる。このよ
うな等送信感度マルチビーム送受信を可能とする送信ビームは、撮像の高速性が特に要求
される心臓などの３次元超音波撮像に、特に適したものである。
【００４９】
　以上詳述したように、本発明によれば、１次元アレイプローブを用いる２次元撮像にお
いて、１つの送信ビームについて送信感度の等しい４つの送受信ビームを形成し得る送信
ビームを形成することができ、さらに、２次元アレイプローブを用いる３次元撮像におい
ては、１つの送信ビームについて送信感度の等しい１６個の送受信ビームを形成し得る送
信ビームを形成し、３次元撮像に要求される高速画像データ取得を実現できる。
【産業上の利用可能性】
【００５０】
　本発明による超音波撮像技術は、高画質を維持しながら、超音波撮像の特長である高速
性をさらに強調することを可能にするものであり、特に、高速性が要求される心臓などの
３次元撮像には、きわめて適する。従って、本発明の医療ならびに工業における意義は大
きいということができる。
【図面の簡単な説明】
【００５１】
【図１】従来の送信ビームと２本の送受信ビームの位置関係を示す図。
【図２】従来の送信ビームと４本の送受信ビームの位置関係を示す図。
【図３】スプリット・フォーカス技術による送信ビームと４本の送受信ビームの位置関係
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【図４】スプリット・フォーカス技術による送信ビームの超音波強度分布を示す図。
【図５】非円筒面フォーカス技術による送信ビームの超音波強度分布を示す図。
【図６】本発明の一実施例になる超音波診断装置の構成を示すブロック図。
【図７】本発明によるリニア走査用送信ビームの超音波強度分布（送信口径重みと局所焦
点距離を含む）を示す図。
【図８】本発明のセクタ走査用送信ビームの超音波強度分布（送信口径重みと局所焦点距
離を含む）を示す図。
【図９】本発明による２次元アレイトランスデューサを用いた３次元撮像を行う場合に、
セクタ走査用送信ビームの距離８０ｍｍにおける超音波強度分布を示す図。
【図１０】本発明による２次元アレイトランスデューサを用いた３次元撮像を行う場合に
、セクタ走査用送信ビームの対角線断面における伝播距離方向の超音波強度分布を示す図
。
【図１１】本発明による２次元アレイトランスデューサを用いた３次元撮像を行う場合に
形成される４本のローブと１６本の等送信感度送受信ビームの位置関係を示す図。
【符号の説明】
【００５２】
　１…超音波トランスデューサアレイ、２…素子選択切替スイッチ群、３…送信ビームフ
ォーマ、４…送信フォーカス遅延・重みデータ選択部、５…送信フォーカス遅延・重みデ
ータメモリ、１０…受波ビームフォーマ、１１…フィルタ、１２…包絡線信号検出器、１
３…スキャンコンバータ、１４…表示器。

【図１】

【図２】

【図３】
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